
電材市場に関わる
補助金・税制優遇制度
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対
策 パナソニックは2020年6月末に水銀ランプの受注を終了いたします。

長年のご愛顧まことにありがとうございました。

　水銀の一次採掘から貿易、水銀添加製品や製造工程での水銀利用、大気への排出や水・土壌への放出、水銀廃

棄物に至るまで、水銀が人の健康や環境に与えるリスクを低減するための包括的な規制を定める条約です。平成 25年 10月

10日、水銀による汚染防止を目指した「水銀に関する水俣条約」が、国連環境計画の外交会議で採択・署名されました。

これにより一般照明用の高圧水銀ランプについては、水銀封入量に関係なく、製造、輸出または輸入が 2021年から

禁止となりました。

水俣条約により水銀を使用した製品は
2021年以降、製造・輸出・輸入が原則禁止となります。

※一般照明用高圧水銀ランプ。（メタルハライドランプや高圧ナトリウムランプなどは含みません。）

リニューアルには、LED照明器具のご提案をお願いいたします。

水銀灯

省エネ（消費電力）

光源寿命

低温特性

誘虫指数（害虫集中度）

瞬時始動、瞬時再始動

× 100％とする

× 12,000時間

△ -5℃～

× 虫がよく集まる

× 5分程度必要 〇

LED照明

〇 30～40％

〇 60,000時間

△ 比較的少ない

〇 -20℃～

「水銀に関する水俣条約」とは

内部では安定器などの劣化が進んでいます。
リニューアルの際は、器具の使用年数をご確認の上、
「照明器具ごとリニューアル」のご提案をよろしくお願いいたします。

※1 年間点灯時間：3,000時間　試算条件／新電力料金目安単価：25円/kWh（税抜）【家電公正取引協議会が発出した「新電力料金目安単価27円/kWh（税込/一般家庭用）」から消費税相当額８％を抜いた金額で算出しております。】
※2 器具効率と保守率を考慮し比較した際の表現です。

水銀灯とLED照明の特徴比較

照明器具は約10年が交換の目安です。

水銀灯とLED照明のコスト比較（高天井用照明器具の場合）

HID高天井用照明器具
マルチハロゲン灯Lタイプ（SC形）400形+一般セード
YB16854+YK34380（光源：MF400・L/BU-P）

LED高天井用照明器具 DNシリーズ 【普及型】
マルチハロゲン灯 400形器具相当
NNY20502K LR9

ランプ光束
消費効率
消費電力
年間電気代※1

30,500 lm
73.5 lm/W
415W
31,125円

全光束
消費効率
消費電力
年間電気代※1

21,250 lm
181.9 lm/W
116.8W
8,760円

同等の
明るさ※2

約72％節電
1台
あたり

約2.2万円
コストダウン

劣化した安定器内部 劣化したリード線

■ 照明器具の累積故障の目安

※ 周囲温度、点灯時間、使用年数などに影響されます。

工場向け

寿命期

磨耗故障期

通常使用域 点検交換時期 全数交換時期

8年 10年 15年 設置経過年数
低

高

※
累
積
故
障
率

10年を過ぎると
故障がグンと増えます！

お知らせ

ランプ交換だけのLED化にはご注意を！

WEBサイトでもご案内しております。 http://www2.panasonic.biz/es/lighting/conventional/mercurylamp/

省エネルギー投資促進に
向けた支援補助金
（経済産業省）

業務用施設等における
ZEB化・省CO2促進事業
（環境省）

地方公共団体カーボン・
マネジメント強化事業（環境省）

補助事業名称 事業内容 概算要求 関連設備

600.4億円
の一部

60億円

85億円

LED照明、
PAC、
EMS 等

LED照明、
PAC、

PV、EMS 等

LED照明、
PAC、
PV、
EMS 等

LED照明、
PAC、
EMS 等

■ 2019年度概算要求の主な電材関連補助金

中小企業者が認定計画に基づき、
平成30年度末までに取得する器具
備品・建物附属設備等
（      LED照明・空調等）

要旨 対象設備 特例措置 対象地域・業種

中小企業等経営強化法の認定
を受けた事業者が取得する機
械装置に関わる固定資産税の
特例措置を拡充する

固定資産税の課税標準を
3年間1/2に軽減

1)最低賃金が全国平均未満
  の地域…全ての業種
2)最低賃金が全国平均以上
　の地域…労働生産性が全国
　平均未満の業種

※機械装置については、
　全国・全業種が対象

①経営強化法の認定
②生産性が旧モデル
   比年平均1%以上 
   改善する設備

◆建物付属設備（60万円以上）
　（LED照明・空調等）
◆機械・装置（160万円以上）
◆測定工具及び検査工具（30万円以上）
◆器具・備品（30万円以上）
　（試験・測定機器、冷凍陳列棚など）
◆ソフトウェア（70万円以上）
　（情報を収集・分析・指示する機能）

要旨 類型 要件 対象設備 確認者 その他要件 税制措置

従来の機械装置に加え、
機器備品や建築物附属
設備が追加され、即時
償却、または7％もしくは
10％の税額控除が受け
られる

・生産等設備を　　
　構成するもので　
　あること
・国内への投資で
  あること
・中古資産・貸付
　資産でないこと
　等

即時償却、
または10％税額
控除
（資本金3,000万
円超1億円以下の
法人は7％）

工業会 等
生産性
向上設備
（ A類型）

税制優遇

▶ 中小企業の生産性向上のための固定資産税の特例

▶ 中小企業経営強化税制

非住宅分野関連補助金　合計890.7億円 ※住宅と重複があります。

ZEB の構成要素となる高断熱建材・設備機器等の導入に際して、
その情報の提供に同意する事業者に対し、費用の一部を補助
（2,000㎡以上が対象）

地方公共団体が事業編に基づく
省エネ設備等の導入に対する支援

既存建築物省エネ化推進事業
（国土交通省）

112.3億円
の一部

LED照明、
PAC、PV、
EMS 等

既存建築物の省エネ改修及び省エネ性能の
診断・表示等に対する支援

EV、PHVの充電インフラ整備事業費補助金
（経済産業省）

20億円
エルシーヴ
ELSEEV

マンション、事業所、道の駅、高速道路 SA 等の駐車場への
充電インフラの設置を支援

（1）テナントビルの省 CO2 促進事業、グリーンリース契約　　           
　　締結に向けた調査・CO2改修費用に対する補助

（2）ZEB 実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業
　　（2,000㎡以上が対象）

（3）既存建築物等の省 CO2 改修支援事業
　　①民間建築物等における省 CO2 改修支援事業
　　②テナントビルの省 CO2 改修支援事業

工場・事業場等における省エネ関連投資を支援
（1）工場・事業場単位
（2）設備単位

（4）国立公園宿舎施設の省 CO2 改修支援事業

中小企業等に対する省エネルギー診断事業費補助金
（経済産業省） 13億円

設備改修に
対しては

補助は出ません

・中小企業等に対し省エネポテンシャル診断を無料で実施
・省エネ相談地域プラットフォームを全国に設置
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